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要旨

昨今大学における障害をもつ学生への支援については様々な研究や報告がみられる。特に発達

障害学生への支援については、従前の障害学生支援 とは違 った内容や方法が要求されている。

「発達障害者支援法」にいうライフステージに合わせた連続的支援を行 うためにも、今まさに高

等教育機関における支援体制の構築を急がなければならないといえる。

発達障害をもつ学生、それは診断を得ている場合 もあれば、そうでない場合 もあるが、 こうし

た学生は確実に入学 してきており、それは特定の学部に限ったことではないのである。

このような実情に憂いた名古屋市立大学の学生達が、2008年 度から自分たちの大学の実態を明

らかに して、何らかの対応策が取 られることを望んで自主的なグループを結成 し研究を重ねてき

た。拙論 はその活動をまとめたものであり、すでに報告書にまとめている実態調査から考察を加

え、次に障害学生への支援を展開 している各大学へのアンケー ト調査をもとにその取 り組みの実

態を参考に しつつ、名古屋市立大学においても設備面での改善や専門の相談窓口などの開設が必

要であることを論 じている。
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は じめ に

大学をはじめとする高等教育機関における障害をもつ学生への支援については、数年来多 くの

研究や報告がみられるω。 もちろん、以前か ら障害学生支援については、キャンパス設備等の改

善、入試方法の改善、学生ボランティア等の配置など、さまざまな取 り組みがあったことも事実

である。 しか しながら、それらの取 り組みのほとんどは従前の障害、特に身体障害学生を対象 と

したものが主であったといえ、学生相談室などは障害学生を対象 というよりも一般学生への対応

が主として行われてきたといえる。その意味で、いわゆる発達障害学生を対象 とした支援対策の

構築はようや く緒に就いたばかりといえる。小学生 もやがて高等学校や大学へ進学 してくるので

あり、「発達障害者支援法」にいうライフステージに合わせた連続的支援を行 うためには、今ま

さに高等教育機関における支援の有 り様を検討 し、支援体制の構築を急がなければならないとい



える。

本学においても障害をもつ学生が在学 していないわけではない。確かに身体障害のような一見

して障害があることがわかる学生は少ないのが実情であるが、昨今問題 となってきているいわゆ

る発達障害をもつ学生、それは診断を得ている場合 もあれば、そうでない場合 もあるが、 こうし

た学生は確実に入学 してきており、それは特定の学部に限ったことではないのである。

このような実情に憂いた名古屋市立大学の学生達が、2008年 度から自分たちの大学の実態を明

らかに して、何らかの対応策が取 られることを望んで自主的なグループを結成 し研究を重ねてき

た。拙論はその活動をまとめたものであり、すでに報告書にまとめている実態調査からの考察と、

障害学生への支援を展開 している各大学へのアンケー ト調査の結果から、名古屋市立大学におけ

る今後の取 り組みの方向について考察するものである。

1.キ ャンパ ス内のバ リア フ リーチ ェック調査

(1)自 主的な活動の開始と報告書の作成

学生の自主的グループ 「障害学生の支援を考える会」は、2008年 度に、当時名古屋市立大学薬

学部2年 生の学生が代表となり、それに人間文化研究科博士前期課程の学生および人文社会学部

人間科学科滝村ゼミの3年 生が加わって組織されたものである。本学学生の主体的な活動であり、

自分たちが学んでいる大学が障害をもつ学生にとって学習 し活動 しやすいところであるのか、ま

たそうした学生に対 して、同 じ学生の視点からどのような支援が可能なのかということを明らか

に してい くということを目的としている。

その活動の第一歩 として、障害者の視点にたって車いすを使用 して山の畑キャンパス内の実態

を調査 し、その結果をまとめた報告書が 『バ リアフリーチェック』(2である(以 下 『報告書』 とい

う)Q

山の畑キャンパスのバ リアフリーチェックは、1998～1999年 度にかけて、当時人文社会学部人

間科学科滝村ゼ ミの3年 生によって、一度実施 している。 しかしながらその時にはこうした報告

書にまとめることができなかった。それからおよそ10年 の歳月が流れ、人文社会学部棟(現 在の

1号 館)の 設備などにも変化が出ているために、今回のチェックリス トは、前回の時に作成 した

ものを参考に今日の状況に沿うように内容を再検討 し作成 したものである。

参考にしたのは 『バ リアフリーチェックリス ト 米国における建築物のアクセシビリティに関

する最低基準』(3}であり、該当 しない設問を変更あるいは削除して今回のチェック リス トを作成 し

ている。チェックリス トの点検 ・作成に4ヶ 月、できあがったチェック リス トに基づいて車いす

を利用 しての実態調査(2回)を 行い、その 『報告書』の作成(4ヶ 月)と いう経過をたどって

いる。その間に研究会を8回 開催 してきている。 こうした一連の作業のすべてが学生の主体的、

積極的な活動 として行われてきたのである。その意味で、 自らの大学よくしたいという学生自身



の思いがこもったものであることが高 く評価でき、そこに大 きな意義があると考える。

また人文社会学部では、2009年 度COP10の 事業に、学内の教育環境整備の一環 として 「障害

学生の支援」が含められている。その事業 とも関係 しているといえ、今後の検討課題 として重要

な資料を提供 して くれているといえる。

もちろん、この 『報告書』に記載されている内容は、学生 自身の視点に基づいているがために、

分析や記述内容に不十分 さや不統一さがあるといえるが、 この点はあえて変更することなく、そ

のまま 『報告書』には記載 している。

(2)バ リアフ リーチェックを実施 した理由

今回のバ リアフリーチェックは、 自分たちの大学が障害学生にとって利用 しやすい場所である

のだろうか、という疑問に端を発 している。

そこで、ひとつの明確な物差 しを使 って山の畑キャンパスの障害学生に対する設備面での状態

を明らかにすることに したものである。前述の 『バ リアフリーチェックリス ト』を参考にしたの

は、一般的に認められている基準に照 らしてチェックすることで、誰が見ても問題を認識できる

結果となることを目指 したためである。

参加学生の思いは、主体的な活動を通 して 「学ぶ」 ことが学生にできることではないか、障害

学生の直面する不自由さを少 しでも感 じることができれば理解に繋がると考え、今回の調査では

積極的に車いすを活用し、車いす利用者の立場で考察するように心掛けた、というところにある。

以上のことよりバ リアフリーチェックを実施 した理由は次の2点 にまとめることができる。

①障害学生が山の畑キャンパスを活用する際に生 じる問題を明確にする。

②障害学生への理解を深める。

(3)『 報告書』の 「まとめ」と 「実施者の感想」から

『報告書』の 「まとめ」及び 「バ リアフリー実施者の感想」の部分に学生の感想や考察が述べ

られているが、それらは以下の点にまとめることができる。そこでは大学の不備な点が指摘され

ている(4}。

①毎日通いなれた 「不 自由のないキャンパス」であって も、普段気づかない 「障壁」、特に身

体障害学生が生活を送 る上でのキャンパスの 「障壁」を多 く見つけることができた。 これら

は設備面に限ったことではあるが、今すぐ改善することができると思われる箇所が多々ある。

②普段は何不自由な く利用 している教室も車いすでは利用することが困難 ということが理解で

き、車いすでの移動 はとても大変である。

③段差や通路幅以外にも、健常者の普段の視線では気付かないような重いドアの開けにくさや、

床材の違いによる通行困難などが、車いすでの通行にとってバリアとなることが理解できた。

また、実際に、四肢に障害がある人が通行できるのだろうかという疑問が残る場所 もいくつ

かあった。



④普段自分が何も不自由を感じず過 ごしている空間が、車いすを利用 している人にとってはそ

うでもないといえ、 自分が歩いていたら全 く気にならない程度の段差で簡単に車いすでは進

めな くなって しまった。扉の開閉にしても、普段より力が必要になることがわかり、また無

茶をすると転倒の危険もあることが理解できた。

また調査における課題 としては次のようなことが上げられている。

①対象とする障害の範囲が曖昧であったことである。肢体不 自由(車 いす利用者)の みを対象

とするのか、視覚障害者やその他の障害を抱えた学生まで対象 とするのか、はっきりさせて

からバ リアフリーチェックを行 うべきであった。

② したがって、例えばブラインドウォークなどを行 うと、新たなバ リアが見えてくるかもしれ

ないといえる。

⑧客観性に不明瞭さが残る点である。『バ リアフリーチェックリス ト米国における建築物のア

クセシビリティに関する最低基準』を利用することで客観的に建物を評価 しようと試みたが、

翻訳のためか、掲載 されている設問自体が曖昧な表現であり理解できないことも多 くあった。

そのため判断に調査実施者の主観が入 る結果 となってしまっている。

(4)学 生の指摘からの考察

とくに施設整備の面からの指摘が多いと言える。1号 館 ・2号 館などの大教室においては、最

前列の机が脱着可能なものになっているが、教室へのアプローチについては、例えば各教室の教

室番号を示す点字表示などの工夫をすることも可能であるといえる。設備面での整備は、簡単な

ものから大きな工事 ・費用を伴 うものまで多種多様であるが、可能な限り早急に改善が求められ

る。10年前の調査から比べると、各建物へのアクセスがしやすくなっているのも事実である。例

えば学生会館北側入り口のスロープは、駐輪場が整備されたことによって利用 しやすい環境となっ

ている。一方で、図書館へのアクセスは全 く改善されておらず、車いす利用者はもちろん身体障

害学生に利用を拒むような構造になっている。 この点はできる限り早急な改善が求められるとこ

ろである。

一方で、施設整備のみで、キャンパスのユニバーサル化がすべて整 うわけではないことも事実

である。充実 した学生生活を支える上で必要なのは、 日常の学生生活全般に関わる支援体制を確

立することである。各種の相談 ・支援を行 う 「障害学生支援室」のような部署を設置 したり、支

援ボランティアを募るなど、障害学生への学習 ・生活面での支援体制の整備が重要である。今 日

ではそうした体制整備に進んで取 り組んでいる大学 も多くなってきている。

さらに、支援体制の充実にとって、教員 ・職員や一般学生への障害理解の徹底 も重要な要素の

ひとつである。例えば、「障害学生を視野に入れた講義内容 ・方法」 として、板書の文字の大き

さや色使い、声の大きさや トーン、話すスピー ド、講義全体のすすめ方、講義前後の講義内容の

個別フォローアップなど、直接に教育活動を行 う教員による配慮が必要 となると考えられる。



以上のよ うな設備面、 あ るいはそれを取 り巻 く支援体制 を含 めた大学 のユニバーサル化 が求 め

られてい るのであ る。

社会的な場面 でのバ リア フ リー とい うことが言 われて久 しいが、 これは主 として建物 の設備 や

アクセスの問題 として取 り上 げ られ てきてい る。 「ものづ くり、 ひとづ くり」 といった観点 か ら

も、「バ リアフ リー」で はな く 「ユ ニバ ーサルデザイ ン」の観点で の検討 がよ り重要 にな って き

てい るといえ る。

「ユニバーサルデザイ ン」 は、次 の図1-1の よ うな関係 としていわれる。

このような考え方でもって大学における様々な側面 ・レベルでの改善を行 っていくことが、障

害学生のみならず、一般学生ひいては教員 ・職員 も含めて利用 しやすい大学の構築につながって

い くといえる。

さて、学生の自主的グループの次の課題 としては、各大学でどのような支援が具体的に行われ

ているかという支援の実態について理解することにある。

そこでまず愛知県下にある4年 制大学で設立当初から障害学生の受け入れに積極的である私立

大学に直接訪問 して障害学生支援センターにインタビュー調査を行 った。 ここでの結果をもとに

再度アンケー トを作成 し、各大学への実際の調査を実施 した。

2.全 国調査か ら見える こと

まず大学などの高等教育機関を対象 とした実態調査は、 日本学生支援機構や国立特別支援教育

研究所などが実施 しており、それを基にした4年 制大学における発達障害学生の支援については

別の機会に報告 している(6)。

そこから明らかになった点 としては、第1に 、障害学生は7割 強の大学で在籍 しており、障害

種別では 「発達障害(診 断有)」 の在籍校が 「2008年度122校 から2009年 度には174校 と増加 して

いる」 ことである。「この数字 は診断がついている学生の数であって、診断がついていないが発

達障害が疑われる学生を含めるとさらに在籍者のいる学校数は増える」(7)といえる。

第2に 、大学全体での障害学生の在籍率 は2008年 度 と2009年 度ではともに0,2%と 変わってい

ないが、「発達障害(診 断有)」 は、前年度より増加 しており、構成割合をみると2008年 度4.1%

であるが、2009年 度は6,9%と なっている。在籍す る発達障害学生が増加傾向にあることが理解

できる。



第3に は、「在籍 している障害学生の半数強が実際に支援を受けているといえ」〔8}、この点も200

8年度か ら2009年度にかけて増加 していることが理解できる。

第4に 、授業における具体的支援の内容についても、「休憩室の確保」「注意事項等文書伝達」

「実技 ・実習配慮」「教室内座席配慮」などが、2割 から3割 の比率 となっている。いずれの項目

も発達障害の特性に沿 って実施されているものであり、「発達障害の特性を大学側が理解 し、そ

れに合わせた支援を構築 しているといえる」〔9}。

第5と して、啓発活動についてみると、約半数の大学で障害学生に関しての研修等が行われて

おり、「年度別にみて も実施校 は増加 しており、大学においてこうした学生への支援の必要性が

認識されてきているといえる」〔l°)。

3.大 学への アンケー ト調査 か ら

全国的には前述 したような傾向がある中で、今回学生が中心 となって行 ったアンケー ト調査は

次のような状況である。

もちろん、アンケー トを送付するといっても学生が自主的に行 うものであるから、全国の大学

を対象とすることは費用の面や集計の方法などからしても困難である。そのため対象 とする大学

を絞り込んで実施 したものである。その意味で後述するように、対象数が限られており量的分析

はほとんど意味をなさないといえるが、回答のあった大学の状況からわかる範囲で分析を試みた

ものである。

(1)対 象

調査対象としたのは、 日本国内の4年 制国公立大学で各大学のホームページを調査 し、障害学

生支援の取 り組みが認められた9大 学である。送付先は 「障害学生支援室」「学生総合支援セン

ター」「学生支援課」等々様々な名称があるが、いずれも障害学生への支援を行っていると考え

られる場所である。

(2)調 査方法と回収率

調査は、2010年1月 に調査表を上記の関係箇所に送付 し回収する郵送方式によって行 った。回

収率は56.0%で ある。

調査内容は、各大学共通な項目としては、「支援内容」「相談窓 口の有無や箇所」「専任の職員

の有無」「勤務形態 ・業種」「開設期間」「取 り組みのきっかけ」「取 り組み後の変化」「障害学生

数」「補助金等の有無」「自己評価 と今後の課題」である。

これに加えて、各大学のホームページをもとに各大学 ごとの独 自の質問を数点行 っている。

また返信にあたっては、大学におけるパンフレットなど取 り組みの内容が理解できる資料を送

付 して くれた大学 もあった。

(3)集 計結果



①支援内容

表3-1は 対象大学で行われている支援の内容を

示 したものである。いずれの項 目も障害学生への支

援としては当然必要になる支援内容 といえる。窓口

の設置はもちろんであるが、聴覚障害や視覚障害の

学生には、それぞれ特有の支援方法が必要なことか

ら、それぞれの障害に合った支援体制が整備されて

いるといえる。

「その他」 には、「全学支援体制で支援 を行 って

いる」あるいは 「各学部において対応」 といった回

答がある。 これらの大学においては特別の支援窓口

は設置されていないと考えられるが、具体的にどの

ような対応が誰によって行われているかは不明であ

る。各学部や学科において教員などが個別に対応 し

ていると考えられる。

②相談窓口の種類

表3-1の 中で 「相談窓口の設置」を している場

合の具体的な場所をみたのが表3-2で ある。 これ

をみると、「学内に設置された専門の支援センター」

というのが最も一般的であるといえる。 この中には

専門のセンター以外に各学部でも相談できる体制が

取 られているところもある。 「学生課の窓 口」 や

「学生相談室」 は、一般学生への対応 としてどこの

大学でも設置されているはずであるが、障害学生へ

の支援としては、その対応の専門性の必要から十分

に対応 してない状況がうかがえる。障害学生への支

援としては、専門職員がいる窓口の設置が有効な手

段と考えられる。 とくに発達障害学生の場合、必要即応による対応が求められ、学内での生活だ

けでな く、私的生活の場面 も含めて支援体制が必要 となるために、なおさら専門的対応が求めら

れるといえる。



⑧相談窓口の職員と開設時間

表3-3を みると、専門の相談窓口のある4ヶ 所の大学で、専任の職員が配置されているが、

その勤務形態をみると、すべての大学で 「非常勤」を配置 しており、さらに3ヶ 所(75.0%)の

大学では 「常勤」職員 も配置 している。特に 「学内に設置された専門の支援センター」を設置 し

ている2ヶ 所の大学では 「非常勤」 と 「常勤」職員の両方を配置していることがわかる。専門の

支援セ ンターであるがゆえに必要な配置であるといえる。

この職員配置の実態は、表3-4に みるように 「相談窓口の開設時期」 とも関係 している。 と

くに 「学内に設置 された専門の支援センター」を設置 している大学では、「ほぼ毎 日」開設され

ており、「大学が休暇期間中も開設」 している。 この 「学内に設置された専門の支援センター」

には前述 したように専任の職員が配置されていることによって、 このような開設の仕方が可能 と

なっていると考えられる。障害学生へ支援は、大学での学業に関することだけでなく、 日常生活

における支援の体制 も必要であることからすると、 こうした休暇期間中での支援体制の構築 も重

要な意味を持つといえる。



④専門の相談窓口の職員の資格

相談窓口の職員の資格についてみたのが表3-5で ある。

<表3-5>相 談場所別にみた専任職員職種(複 数回答)



常勤 ・非常勤を問わず 「学内に設置された専門の支援センター」の職員 として 「事務職員」が

3ヶ 所の大学(100.0%)で おかれている。専門のセンターであっても 「事務職員」のみがおか

れており、専門家の配置がないということは、窓口として相談などがあったときに、必要に応 じ

て専門家の協力を要請するシステムになっていると考えられる。

一部においては、「教育学分野の教員」「小中高校などの学校退職者」が配置されており、「そ

の他」としては 「教育 カウンセラー」や 「手話通訳士」などが配置されている大学がある。「臨

床心理士」などの心理学分野の専門職や、社会福祉士などの相談援助関係の専門職員、あるいは

精神科医などの医療系の職員などは配置されていない。

⑤学生支援を始めたっきかけ

各大学の学生支援を始めたきっかけに

ついてみたのが表3-6で ある。 もっと

も多いのが 「教職員の自主的な取り組み」

(40.0%)で あるが、「学生の自主的な取

り組み」や 「学生からの要望」がみられ

る。「学生の自主的な取 り組み」 は、 自

主的な活動サークルやクラブ活動のよう

なものの活動であるといえ、それらの活

動が大学当局による取 り組みへと拡大 し

ていったと考えられる。

⑥支援を始めてからの変化 と今後の課題

各大学が障害学生への支援を始めてか

らの変化についてみたのが表37で あ

る。

これをみると、「教職員の意識が変化 し

た」(80.0%)、 「新 しい問題、課題が見え

てきた」(8α0%)、 「学生の意識が変化 し

た」(60.0%)、 となっている。支援の取 り

組みを行 うためには、教員 ・職員をはじ

め学生 の意識の向上 は必要であり、 また

支援を行 うことでより一層意識 の向上が

図れ るといえる。一方で、支援を行 うこ

とで、潜在 していたニーズが顕在化 し、

新たな問題 ・課題がみえてきているとい



え る。

次に、新 しい問題 ・課題 の中身 を

みたのが表3-8で あ る。

全体的 に は、 「支援 体制 の整備」

(50.0%)、 「学 内関係 部 局 との連携

強化 ・地域医療 との連携」(50.0%)、

「評 価や支援 範囲 につ いての基準整

備」(50.0%)、 「学 生 や教職 員へ の

理解 ・啓発」(50.0%)、 「ボ ランティ

ア学生確保や支援学生 への フォロー

ア ップ」(50.0%)な ど の比率 が高

い。 「支援体 制 の整備 」 の中 には、

「発 達障害学生 へ の支 援」 や 「オ フ

キ ャ ンパスにお ける日常生 活支援」

とい った内容が含まれてい る。

⑦実施にかか る補助金等 の存在

以上のような障害学生支援の制度を構築するにあたっては、各大学 とも何 らかの公的資金を利

用 している。その中身は、「特色ある大学支援プログラム」「質の高い大学教育推進プログラム」

「日本学生支援機構障害学生受入促進研究委託事業」などが代表的なものである。 これ らの公的

資金は、研究 ・実施期間が決まっており、その期間が終了 した後まで、どのように同様の支援を

維持 ・発展させて行 くかが大 きな課題 となる。大学独 自の費用調達が必要 となることから、今後

の運営に創意 ・工夫がいると考えられる。

⑧各大学の独自の取 り組み

今回の調査では各大学独自の取 り組みについても質問をしている。そこには障害学生支援 とし

ての 「登録ボランティア制度」「支援技術養成講座」「発達障害支援部門の設置」「トータルコミュ

ニケーション支援室」 といった様々な取 り組みが紹介されている。それらの取 り組みを通 しての

変化や困難と感 じていることなどとして、次のようなことが上げられている。

・ボランティア学生の増加によって、障害学生が希望する全ての講義にノー トテイクなど情

報保障が行き届 くようになった。

・教員や学生の意識が少 しずつ高まっている。

・登録 しているサポー トスタッフの中にはスケジュールが合わなくて実際には活動できない

でいる人もいる。

・学内でのボランティアサークルへも連携協力依頼をしている。



・年 度初めに、バ リア フ リー支援室 のオ リエ ンテー シ ョン、入 門講座 を開催。

そ して特 に発達障害については次 のよ うな ことが上 げ られてい る。

・発達障害学生 に は、専 門の職員 がカ ウンセ リングを行 い、継続 した面談 を行 っている。

・学生 に合 った支援 内容 を考 え ることが重要 で、 パ ター ンは通用 しない。発達 障害 の場合、

周囲や本人の理解 が進まなか った り、 どこまで支援 すべ きか とい った ライ ンが定 めに くい

ことがあ る。

・学 習面 で必要 とす る支援 についてのみ対応 してい る。

・学 内体制 の整備 が進め られた ことで、面談 時に話 せなか った ことを後 日ブログで書 いて く

れ ることがあ る。 この方法 は、本人 のペースで思考 をま とめて、 それを支援者 に提示 でき

るので役立 ってい る。

以上が回答のあ った大学 での取 り組 みの様子 であ る。

4.考 察

今回の各大学 へのア ンケー ト調 査は、学生独 自の取 り組 みの結果 であ り、調査対象 も少 な く、

この結果か らだ けで は大学全体 の傾 向 とい うことはで きないが、少 な くとも次 のよ うな ことが課

題 と して見えて きた といえ る。

まず第一 に、支援 室のよ うな専 門の窓 口の設 置が有効 であ ること。

佐藤幹 夫 は、障害学生 支援 を行 ってい る大学 への取材 を もとにその大学 での取 り組 みを紹介 し

てい るが、今後 の取 り組み に重要 な示 唆を与 えて くれ る点 が指摘 されて いる曲。取 材 した大学 は

「トー タル コ ミュニケー ション」 がキ ーワー ドである と指 摘 し、 そ こでの対象 は単 に 「発達 障害

学生」だ けでな く 「支援の中核 は彼 らであ ることを押 さえなが らも、 『学生 た ちが共通 に抱 える

問題』 とい う」('2にとで包括 し、「コ ミュニケー ション」 に着 目 した ことが述 べ られて いる。 そ し

てス タ ッフの確保において も、単 に心理学専 門家 な どの 「実戦部 隊」 を置 くことよ りも、全体 に

見て 「いわゆ るマネ ジメ ン ト」 がで きる人 が必要 とされ、設 置されてい ることに共感 している〔13)。

この佐藤の指摘 は、新 しい視点 での支援 の方法 を示 唆 してい るといえ る。支援室 とい うと、 す

ぐに心理学 な どの専門家を設置す ることが考 え られ るが、 そ うした 「実戦部 隊」 も必要 ではある

が、重要 なの は対 象 とな る学生 のニーズの把握 とそれに適 した支援 の方法 をマネ ジメ ン トする機

能であ るといえ る。 これがない と、支援 が拡散 した り必要即応 の支援 がで きない とい った事態 を

招 くことにつなが るのであ る。必要即応 とワンス トップでの支援調整 が可能 でなければな らない

のであ る。

第二に、専門の窓口の設置 は必要 ではあ るが、 その窓 口はいつで も開放 されてお り、利用 でき

るものでな ければな らい ことであ る。 とくに発達 障害学生 への支援 は、前述 したよ うに、単 に学

習面だ けで はな く、 日常生活 に も支援 を必要 とす ることが多 く、 まさに必要即応 でなければな ら



ないのである。極端なことをいえば、夜間でも必要な場合があるということである。大学は日中

あるいは授業期間だけ対応すればよいという考えがあったとすれば、それは時代遅れの発想であ

ることを認識すべきである。 このような支援のあり方は、単に障害学生への支援 ということだけ

ではな く、それは大多数の一般学生にとっても、よりよい学生生活を保障することにつながると

いえる。

第三に、障害学生支援を行 ってきた中で、教員、職員、学生の意識が変化 してきているという

ことである。取 り組みの最初は、教員や学生の取 り組みであったものが、大学全体の取 り組みと

して受け継がれ発展 してきたことが先の調査結果からも読み取ることができる。そしてそれによっ

て、ますます大学全体の意識の高揚につながっているといえる。

第四に、こうしたことを広めて行 くためには、研修の機会なども重要な意味を持つということ

である。それは、一度やって終わりではなく、継続的に行われることが必要である。

第五に、一部の大学での回答にあったように、 こうした取 り組みを行 うことで新たな課題や問

題が見えてくることである。 システムができればニーズは増え、より顕在化 してくるものである。

特に大学では、卒業後社会に出て行 くわけであるから、新 しい支援内容 として、就職に向けた

支援が必要 となってくるといえる。 この点について も別の機会に論述 しているがω、今まで対応

されてこなかった新たな支援 といえる。

第六に、より重要で大 きな問題は、支援体制を構築する上での費用面 と各部門の協力体制の構

築である。 とくに費用面では、相談窓口の確保や専任の職員の設置など、人件費をはじめとした

諸経費の捻出が大きな問題 となる。 この点はどこの大学においても同じといえ、先駆的に体制を

確立 している大学などの実情を調査 して、何 らかの方法を見い出さなければならないといえる。

また、総合大学であれば、各学部 ・研究科の協力体制の確立 も重要な課題 となる。いずれかの

部局が中心 となって、事務 レベルも含めて協力体制の確立を急 ぐべきである。

おわ りに

学生の自主的な取 り組みであり、調査対象 も少なく調査報告 としてはほとんど意味をなさない

ものであるといえるが、少な くとも自主的に取 り組む意慾のある学生がいることは事実である。

このような学生 自らの取 り組みを単に学生の取 り組に終わらせないで、大学全体の取 り組みの端

緒になればよいといえる。

大学は学問研究の場であるがら、学生への支援 ・サービスなど必要ないかのように言われたり

もする。確かに学問研究の場であることは事実であるが、それだけに収斂するのを 「よし」 とす

る考え方 は、もはや時代遅れである。大学においても様々な支援の取 り組みが行われなければな

らない。それは国公立大学であっても同様である。

また、今回の調査結果から、単に相談窓口を設ければよいというのではないことが明らかであ



る。対象を どうす るか、 そのために何 を準備 すべ きか、専 門家 を置けばよい とい う単純 な発想 が

生まれやすいが、それだ けで は機能 しないのであ る。 ニーズや支援方法 ・内容 を的確 に把握 して

的確な対 応を行 うために は、 マネ ジメ ン ト機能 を持 たせ ることが重要 となる。 また専 門家 の設置

とい って もただ置 けばよいのではない。 どのよ うな専 門家 をどのよ うに配 置するのかが問われな

ければな らない。 特に発達 障害学生 への支援 には、従前 の手法 では対応 で きない部分 があ り、 こ

の点 につ いて は別 の機 会 に論 じて いるがq`)、専 門家 の支援 手法 に も新 しい方法 が求め られ ている

のであ る。 例えば臨床心理士 において も従前 の古 い手法 によ って対応 しよ うとする専 門家 がいる

が、 これで は発達障害の学生 の支援 には通 用 しない ことを認識 すべ きである。 また心理 的支援 だ

けで は意 味をな さないのであ って、生活全般 を視野 に入 れた支援方法 を構築 しなければな らない

といえ る。

現在就学前 や就学 中の児童 ・生徒 であ って も、 やがて大学等 の高等教育機 関へ進学 して くるの

であ り、その意 味で も早 急に支援体制 を構築 しなければな らない時期 に来 ている といえる。

名古屋市立大学 において も、 キ ャンパスによ って差 はあるものの、設備面でのバ リアフ リーは、

それな りに整備 されて きてい る。 しか し大学全体 として、発達 障害学生 などへの支援体制 は構築

されていない。 このよ うな障害学生 への支援 について考察 を深 め、各学部 ・研究科 の協力体制 ・

ネ ットワー ク体制 を整備 し、 支援機能 を構築 すべ きであ る。
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